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は　じ　め　に
2007年度末における日本の外国人登録者は過去最高を更新した。今、日本の総人口のL69
パーセントが外国人である。法務省によると、これは10年前の外国人登録者数に比べて、
45．2パーセント、約1．5倍に増加している状況である（入国管理局）1。日本の社会を構成する人々
は、今、変容し続けている。1989年に入管法が改正されたことを機に、いわゆるニューカマー
が増加した。1990年代後半になると、彼らのなかに永住資格や日本国籍を取得する者も増加
し、国際結婚も増えるなど定住化が進んだ。また、1993年には技能実習制度も始まった。山
脇（2004）2によると、こうしたニューカマーの増大によって必要とされた取り組みを進める
上で中心的な存在となったのは市民団体であったという。
その後2006年3月、総務省は「多文化共生の推進に関する研究会報告書～地域における多
文化共生の推進に向けて～」3を発表した。それによると、「現在の国の各種制度は外国人受け
入れに関する課題に十分対応していないため、住民サービスの直接の提供主体である地方自治
体はさまざまな問題に直面している。」という。ここでその舞台は、市民団体から地方自治体
へと移っている。
また、この報告書のなかでは、1980年代後半から地方自治体における地域の国際化は「国
際交流」と「国際協力」を柱として推進されてきていることが述べられている。しかし、社会
の変化と相まって、ここに3番目の柱として「多文化共生」の必要性が述べられている。
人の暮らしというのはさまざまな側面から成り立っている。何を目的に移住するのであれ、
社会とのつながりを無視して暮らすことはできない。人の生活は労働、教育、医療、福祉、地
域などのさまざまな面で社会にアクセスしながら日々営なまれる。そのプロセスにおいて時と
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して外国人は問題にぶつかることも生ずる。そうした状況をうけて、地域の行政窓口では様々
な対応を進め、外国人の母語でその相談に対応できる言語サービスを提供している市町村も増
えている。
そこで本稿では、そうした取り組みの一つである長野県の「多文化共生くらしのサポーター」
に焦点をあて、各言語における活動内容について調査を行いそれぞれにどのような特徴がある
のかを明らかにしていく。そして、1つには、多言語対応に求められている役割を明らかにし
ていく。さらに、国境を越えて移動することがその人の生涯発達にどのような影響をもたらし
ているのかを考察していく。
第1章　「移住」とは
1．移住による環境の変化
そもそも、国際的な人の「移住」とは何を意味するのだろうか。人は、社会的に関与するよ
う生物学的に仕組まれたうえで生まれ、いったんある特定の文化のなかに生まれると、その文
化にある慣習やそこにある暗黙の通念などに自らを対応させ、両者を連動させることにより文
化の一員になっていくという（柏木ら，2000：p22）4。つまり、「人になること」は「文化を生
きること」だという。また、人間は真空のなかで生きているのではなく、文化的意味の充満し
た社会システムのなかで生きている（前掲書，p46）。人間は発達のプロセスのなかで、周囲の
環境との相互作用から文化という衣を作り上げ、それをまとって生きる存在であるといえる。
よって、その衣はどこの文化、地域に生まれたか、つまりは育った環境によって仕上がりが異
なる。それゆえに、文化のパターンは多様である。
環境と人間の発達についてブロンフェンブレンナー（1996）5は、子どもを取り巻く生活環
境について4つの同心円的な層からなる生態学的なシステムで説明した。一番外側にあるのが、
マクロ・システムで、もっとも子どもに近いのがマイクロ・システムであり、家庭や学校が含
まれる。子どもに近い円ほど、個人の直接経験に近く、もっとも外側の円は、個人が直接に参
加するのではなく、間接的に影響を受ける、価値体系やイデオロギーのことを指す。ブロンフェ
ンブレンナーは、他の国への移住はマクロ・システムの境界を横断することであるとした。つ
まり、国境を越えて移住することによってその人を取り巻く生活空間は、異なる文化のものへ
と移行することになる。彼はこの理論をロシアの入れ子状の人形によって例えたが、マクロ・
システムが変わるということは、そのまま別の人形へと入れ替わるということになる。
田中（2005）6は、異文化環境の何がストレッサーとなっているかというと、言葉が変わり、
社会の仕組みが違い、馴染みの食べ物がなく、気候も異なり、トラブルへの適切な対応ができ
ないといった異文化環境への異質さを挙げている。それに加えて、「環境移行」によって仕事
が変わることや、友だちがいなくなるという変化も加わるという。
特に、成人して来日する外国人は、滞在期間の長短に関わらず、自らの出身国の文化環境の
なかで形成した自己をもって来日し、一生活者として日本という文化の染み込んだ生活空間の
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もとで暮らしていくことになる。
2．受け入れる人
では、移住する人たちを受け入れる日本は、どう対応していくことが必要であると考えてい
るのだろうか。総務省による報告書（多文化共生の推進に関わる報告書）のなかには、地方自
治体が多文化共生を推進する上での課題、今後必要とされる取り組みについて、以下の3点に
ついて検討がなされている。
A．「コユニュケーション支援二」　B．「生活支援」　C．「多文化共生の地域づくり」
Aのなかではさらに①「地域における情報の多言語化」「日本語および日本社会に関する学
習の支援」についての検討がなされている。Bでは、生活の基盤を日本に置く外国人の増加に
あたり、彼らが地域において安定した生活を送ることができるよう生活環境を整備するための
総合的な支援が求められているという。Cは、外国人を受け入れる側である日本人住民を対象
としている。A、　Bの支援を円滑に進めるために地域住民の多文化共生に対する理解が重要で
あることを前提として求められている取り組みである。
これらの指針のうち、本稿では「生活支援」に着目し、長野県における取り組みについて調
査を行う。
第2章　研究の目的
長野県では、外国人の相談窓口として2001年より「多文化共生くらしのサポーター」制度
を実施している。外国人が母語で相談をできるための体制がとられている。ここに持ち込まれ
てくる相談内容は、外国籍住民が新しい生活への適応プロセスにおいて直面する問題であると
いえる。実際に、どのような相談内容がもちこまれているのだろう。まず、多文化共生くらし
のサポーターの業務内容について調査し、その上で、移住した人が新しい環境において直面す
る課題の意味について検討する。二つ目は多文化共生くらしのサポーターという存在が海外か
ら移住者してきた外国籍住民の適応プロセスにおいてどのような役割を担っているのかについ
ても検討をする。
第3章　長野県における外国籍県民と行政の取り組み
1．長野県に暮らす外国人の特徴と行政の動向
そもそもなぜ長野県では多文化共生暮らしのサポーターが必要になったのだろう。その背景
を探るためにも、まずは統計情報から長野県に暮らす外国人の特徴をみていく。
長野県の外国人登録者の主な出身地は、多い順にブラジル、中国、フィリピン、韓国・朝鮮、
タイである（図1）。
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図1県内の外国人登録者数の推移
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全体として、外国人登録者数は増加を続けている。出身国別にみると、ブラジル出身者につ
いては全国でも上位に入る数である。この増加は1990年代の後半から始まっていることがわ
かる。よって、長野県は入管法の改正によって、さまざまな面で影響を受けた県であるといえる。
こうした変化を受けて、長野県の国際課では2001年3月公表の県政改革ビジョンにおいてそ
の方向を「内なる国際化」に転換させている（平高，2008，pp24）7。そのビジョンの柱は以下
の3つである。
1，「母国語による情報提供と普及」
2．「母国語による相談体制の整備」
3．「県民協働による共生ネットワークの形成」
これらは生活者としての外国人を支援することであり、多文化共生の地域づくりをめざした
取り組みといえるのではないだろうか。それは、これと期を同じくして、「県行政が率先して、
従来までの「外国人」という呼称を「外国籍住民」という呼び方に変えていく（p24）」ことに
している点にもあらわれているといえる。このことからも、長野県では「外国人労働者」とし
てだけではなく「外国籍住民」と捉えなおしている。ここでの言葉の転換も、その後の長野県
における多文化共生の推進に一役かったのではないだろうか。
2、市町村による多言語対応
上記のように、長野県の行政では、外国籍住民との共生にあたって、「母国語」による支援
が重視されていることがわかる。では、県内ではどのような母国語支援がなされているのだろ
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うか。市町村ごとの外国籍住民相談員窓口の表を以下に示した。
表1　言語別相談箇所数
ポルトガル語 中国語 英語 タガログ語 タイ語 スペイン語
14 9 7 4 2 2
全県で17市町村がこのような窓口を設けている。言語別にみると、ポルトガル語14、中国
語9、英語7、タガログ語4、タイ語2、スペイン語2である。これに加えて、長野県は多文化
共生くらしのサポーターをおき、国際交流推進協会（以下、ANPIE）のオフィスで、9時30
分から午後5時半までの間、相談窓口を設けている。
第4章　多文化共生くらしのサポーター
1．多文化共生くらしのサポーターとは
対応言語：タイ語（一名）、タガログ語（一名）、中国語（一名）、ポルトガル語（二名）の4ヶ
国語による。それぞれの担当者が、日本語とのバイリンガルである。長野県のホームページに
おいて以下のように広報されている。
表2　多文化共生くらしのサポーターについての広報
「普段悩み困っていること、知りたいことなどさまざまな生活相談等に応じていますので、
いつでも気軽にご相談ください。」
〈相談などの主な内容〉
①　県の行政サービスに関するご相談
②専門的な相談機関のご紹介
③　県の機関における外国語の翻訳
④小中学校における外国籍児童・生徒の相談、母国語指導の補助
サポーターの主な仕事場となる場所はどこかというと、国際交流推進協会（ANPIE）内に
そのオフィスがある。ANPIEのオフィスには、多文化共生くらしのサポーター4名のほかに、
ANPIEの常務理事、事務など日本人スタッフ3名が仕事をしている。また、　JICAの日本人
スタッフー名もここが仕事場となっている。また、ANPIE以外の仕事場としては、サポーター
1名が交代で東京入管長野出張所に常駐し、来局した外国人が生活面での問題について相談で
きるための体制をとっている。この他にポルトガル語の多文化共生くらしのサポーターが1名、
松本市に配属されている。注1
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2．活動実績
2006年4月から2007年3月までの活動実績について、ANPIEによって収集されたデータ
に基づいて述べる。全体での取り扱い件数は8，660件である。これを言語別に見ると、松本の
事務所におけるポルトガル語では1，594件、ANPIE内の事務所におけるポルトガル語は2，777
件、タガログ語が1，501件、タイ語が1，472件、中国語が1，316件である。これを全体の業務
内容別にサポーター全体の業務実績を見た場合には、相談が4，886件、
学校訪問が41件、その他が2，252件である。
表3　言語別業務実績 表4　全体の業務別実績
ポルトガル語（松本） 1，594 相　談 4，886
ポルトガル語 2777 翻訳通訳 1，481
タガログ語 1，501 学校訪問 41
タイ語 1，472 その他 2，252
中国語 1，316 （計8，660件）
（計　8，660件）
「その他」には、移動領事館対応、東京入管長野出張所における相談、外国籍児童支援業務、
出前講座、交流会、セミナー、講演会参加などが含まれている。
図2　言語別業務実績
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全体として多文化共生くらしのサポーターの主な業務は「相談」
下、言語別の業務実績を図2「言語別業務実績」に示した。（図中、括弧内のポはポルトガル語、
タガはタガログ語、タはタイ語、中は中国語の意味）相談業務件数のもっとも多いのが、松本
事務所におけるポルトガル語で1，277件、タガログ語859件、
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件である。ANPIEのポルトガル語による「相談」は830件で、業務のうち「その他」が1，346
件を占めている。ポルトガル語を母国語とするブラジル人学校が県内に多いことや、また日本
の学校に就学しているブラジル人児童生徒も多いことがここに反映されていると考えられる。
3．言語別の「相談」内容について
上記カテゴリーの「相談内容」にはどのような内容が含まれるのかについては、各サポーター
に対し、インタビュー調査を行った。注”これまで扱ってきたデータが昨年度のものなので、昨
年度から最近までの傾向について聞き取りを行った。
（1）タイ語サポーター
相談依頼者はタイ人からと日本人からで半々くらい。少ないときで一日に5ケースを扱う。
もちこまれる相談は、以前は医療に関することが多かったが、今年度では、無国籍児や生活
保護などの福祉に関わる相談が多い。
無国籍に関する相談については、法律上の基本的なことを説明してから、わからないこと
や不明瞭なことは法務局などの関係機関に連絡を取って、教えてもらいながら対応をしてい
る。法の範囲で相談内容を解決するように気をつけているという。
日本人からの相談内容は、市町村や県の行政関係者からよせられたもの、在留資格につい
てなどの質問が来るという。知らないことについては、関係機関など「あちこちに聞きなが
ら」仕事を進めている。
サポーターの仕事については、自分も外国人だから、知っていて損なことではなく、毎日
の業務を通じてサポーターとしての仕事を覚えていくので大変ではないという。
（2）ポルトガル語サポーター（ANPIE）
県内の外国人登録者のなかでもっとも多いのがブラジル人である。そのため、県内の市町
村にはポルトガル語による相談窓口を設けているところも多い。また、学校や銀行、食材店
など独自のコミュニティが形成されていることが、他の言語とはサポーターの役割が異なる
要因となっているようだ。
相談内容については、日本に暮らすブラジル人については定住化が進んでいると考えられ
るので、生活に関係する相談が多いという。例えば県営住宅への申し込みから、引っ越しを
するときの畳の張替えについてなどにまで多岐にわたる。また、病院へ行く前に、自分の症
状を日本語でどのように伝えれば良いのか、歯科の予約のとき、どうやって症状を説明すれ
ばよいのかという相談もある。また、学校から来る通知をFAXしてきたものをサポーター
が訳すということもあるという。
ブラジル人のなかでは、他の言語に比べると国際結婚が少ないために、家庭内ではボルト
ガル語を使用しているケースも多い。そのために、「言語」に起因した問題に関する相談が
多いようだ。
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活動業務のなかで「その他」が一番多く、「相談」が2番目であったANPIEにおけるポ
ルトガル語のサポーターの仕事は、県内のブラジルコミュニティをつなぐコーディネーター
のような役目が多いのではないかということを窮わせる。一方で松本市における事務所で相
談が多いことからもそのことが窮える。
（3）タガログ語サポーター
フィリピン人女性からの相談が多いが、フィリピン人女性と結婚をしている日本人男性か
ら相談が来ることもある。一番多い相談は国籍についてだが、県営住宅への入り方などの相
談も受ける。離婚や結婚、DV、子どもの学校のこと（いじめ、連れ子＝言語の問題）
など家族に関わる相談について扱う。
サポーターの仕事を始めた当初は知識もあまりなく、生活情報ガイドなどを参考にしたり、
他の機関に紹介していた。最初は軽いケースが多かったが、研修を重ね、勉強をすると、ど
んどん扱うケースが増えてきた。
また、日本に暮らすフィリピン人女性は、日本で、日本のやり方に適応しようとするがた
めに、自らのアイデンティティを忘れてしまうことがあるという。そのために精神的に深刻
なケースの相談が寄せられることもあるという。
全国的にタガログ語で相談できるところが少ないために県外からも相談が来ることがあ
る。
県内でタガログ語での相談業務についている人と相談しあったり連絡しあったり協力して
いるという。
サポーターは、この仕事をする前から、困っている人から相談を受けており、そのような
人に自分のもつ知識を教えてあげたりしていた。その際、それを、ボランティアではなくて
仕事としてできるところがあれば働きたいと思っていた。今の自分の仕事は、自律できるよ
うにアドバイスし、文字通り「サポート」することが役目であると考えている。
（4）中国語サポーター
仕事を始めた4年前は、他のサポーターに比べて相談件数が少なかった。移住者の日本で
の居場所が学校や会社などでの支援体制のある環境であったためであると考えられる。現在
では幅広く相談が寄せられるという。
以前は離婚についての相談が多かったが、最近では中国人研修生からの相談が多いという。
中国語の相談者の場合、いわゆるロコミによってサポーターの存在が知られるようである。
1件相談を受けると、次々と同じような立場の人から同じような相談が寄せられるという。
しかし、留学生については学校がフォローをしてくれるのでサポーターのもとへ相談を寄せ
られることは少ないという。
帰国者については年配の方が多いので、年金のことや病院での通訳などの相談が多い。日
本で暮らす高齢者と同じような問題に直面していることを窮わせる。
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結婚のため来日したグループでは、中国で離婚を経験し、日本という外国で人生をやり直
そうという期待を持って再婚する人も多いという。新しい生活に夢を抱いて来日しながらも、
家庭内で子育ての仕方など文化の違いをめぐって問題が起こりがちであるといえる。中国出
身のお嫁さんの子育てのやり方について理解のできない日本人の夫から相談がくることもあ
るという。
サポーターが自分一人では解決の糸口がみえない咽った相談”がきたときには、「他の
サポーターに自分が相談する」という。
中国出身の女性からの相談については、サポーター本人も経験してきた道なので、自分の
体験談などを交えながら相談にのることもあるという。
第4章
1．相談内容についての考察
ここでは滞在形態と環境によって生じる問題の違いについて示す。各言語による相談内容の
違いには、来日目的や滞在形態の違いによるところがあるのではないだろうか。そして、滞在
形態が異なると、必然的に日本という環境のなかで移住者の所属する場、そこでの人間関係が
異なる。人は環境との相互作用によって発達していく。そこで移住者である外国籍住民を取り
巻く生活環境について、ブロンフェンブレンナーのマクロからミクロへの同心円状の環境を参
考に解釈を試みる。図3に示した。
図3移儲が課題と出会う職　　　　　百司
鷹剛国
マクロな部分では移住者は在留資格によ って、日本での活動の範囲や滞在形態が決められる。
さらに地域や職場、家族といったよりミクロな環境のなかに身を置くこととなる。移住の目的
に寄ってそれぞれの環境は異なる。例えば、留学で来日した人にとっては学校が社会的な場に
含まれるだろう。しかし、労働を目的とした人にとっての社会的な場は職場が主なものとなる
だろう。一方で結婚を目的として来日した人の場合、家庭が主な居場所となるケースが多いだ
ろう。来日の目的によって自らを取り巻く環境が作られ、その違いによって自ら問題を解決す
るために相談する受け皿が違ってくるのではないだろうか。
一31一
上田女子短期大学紀要第三十二号
例えば、ブラジル出身者の場合、そのほとんどを日系人が占める。雇用主である派遣会社の
存在があるせいか、労働に関してサポーターのもとへ相談が来ることは多くはない。タガログ
語やタイ語の相談者には国際結婚をしている場合が多いために、家庭内で文化葛藤に直面した
ケースが相談としてサポーターのもとへ寄せられる。このことは中国語話者のうち、結婚を目
的として来日するグループにもあてはまる。出身国に関係なく結婚のために来日した女性に
とっては家庭以外に所属する場が限られてしまうために、相談の受け皿も少なく、サポーター
のもとへと相談を寄せてくるケースが多いのではないだろうか。
中国語の相談者はいくつかのグループにわけることができる。結婚を目的として来日したグ
ループと中国帰国者や留学生、研修生では、在留の資格も、来日の目的も異なるために、表れ
てくる問題も異なる。
2．「サポーター」の活動を支えているもの
相談内容については、時間のかかるケースもあれば、すぐに解決できるものもある。そして、
サポーターにとって心理的に負荷のかかることも多い。けれども何が彼女たちの仕事を支えて
いるのだろうか。
（1）サポーターどうしの連携
サポーターどうしで、問題解決のための方法について情報を共有しあうことができている
ためサポーター一人一人に4人分の経験が蓄積されていくといえる。さらに各相談事案に直
接応対するのはサポーター一人であるが、そのサポーターを支えるのが他のサポーターや、
同じオフィス内で席を並べているANPIEの日本人スタッフである。そのため、相談者のプ
ライヴァシーを守りながらもサポーター一人で相談内容を抱え込むことなく、支え合い、連
携しやすい状況のなかで活動をすることが可能となる。「サポーターは一人ではない。誰か
が先に経験したことをお互いに伝え合って、助けながらできる。」という、あるサポーター
の言葉が、そのことを示している。
（2）雇用形態
市町村にも外国籍住民の母語で相談できる窓口はあるものの、相談時間が限られていると
ころが多い。それに比べて、くらしのサポーターの場合は継続した相談への対応が可能であ
る。このことが、外国籍住民にとって相談がしやすくなる要因なのではないだろうか。サポー
ターは、県に常勤職として採用されている。つまり、雇用形態が他の多くの市町村に比べ常
勤職であるために、安定した状態で業務に取り組むことができる。
（3）サポーター自身のライフヒストリーとの関わり
バイリンガルであるために、サポーターは日本の事情も、母国の事情も併せてみることが
できる。自らも移住者であり、またさまざまな経験を通じて現在の日本での暮らしを営んで
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いる。そのために、相談者にとってはピアサポートとしての機能も果たしている。同時に、
サポーターにとっても自らをさらに成長させ得る仕事となっている様子が窮える。
第5章　移住者の向き合う「課題」と多文化共生くらしのサポーターの役割
1．外国籍住民にとっての適応プロセスにおける「問題」の意味とは
日本に生きる外国人について取り上げる論文にしばしば使用されているのが「問題」という
言葉である。しかし、そのなかで「問題」として語られていることは、いま、現在を生きる当
人たちにとっては、新しい社会で生きていく上で乗り越えていかなくてはならない「課題」と
言い換えることができるのではないだろうか。図3で示した移住者をとりまくそれぞれの環境
との相互作用のなかで、移住者はさまざまな課題に直面する。
生涯発達のプロセスのなかで青年が社会化の過程を経て自己を確立していくように、自分の
生まれた環境とは異なる文化的意味空間のもとで、移住者は、どのように社会に適応し、さら
には自分らしく生きていけるのかという新たな発達課題に出会うのではないだろうか。そして、
自分をとりまく環境のなかで出会った問題を成長への課題として、その解決にむけた取り組み
を通じ、自己と向き合いながら新しい地での再自己形成を果たしていくのではないだろうか。
その意味で、適応プロセスにおいて直面する課題は新しい地での自己実現へとつながるのでは
ないだろうか。
サポーターの一人は、通訳の仕事をとおして、来日以来、「自分は日本人になろうとしていた」
ことに気がつき、それと同時にこれまで生まれ育ってきた地を自覚し、自分自身の母語を再び
勉強し始めるなどしてきた。それ以来「自分は変わった」という話をしてくれた。人とは生涯
にわたって発達をし続ける存在である。適応の過程はそのまま、新しい地での文化との相互作
用から生じる再自己形成プロセスであるといえるのではないだろうか。
2．多文化共生くらしのサポーターの意義と役割
外国籍住民が前述の課題を乗り越えるときにサポート役となるのが、「多文化共生暮らしの
サポーター」の役割なのではないだろうか。そして、様々な文化的背景をもった人々が暮らす
今、社会はサポーターの存在をボランティアではなく、ひとつの職業として、位置づけていく
ことが大切なのではないだろうか。
あるサポーターは、自分の仕事について「相談を受けて、その上で自分ができることをサポー
トして、それ以降自分がいなくてもやっていけるようにサポートしていくことが役目だ。」と
一　　　捉えていた。「サポート」にはいろいろな意味が含まれる。けれども多文化共生くらしのサポー
ターは、相談者本人のもっている力を出せるよう、自立のためのサポートをしていく重要な役
目を担っているといえる。長野県における多文化共生くらしのサポーター制度は、今後ますま
すその必要性が認識されるであろう多文化ソーシャルワーカ」棚のあり方について示唆に富
んだ貢献をし得るのではないだろうか。
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温　松本市への配属は、平成19年度まで。
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じてサポーター4名との関わりを続けている。
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